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こども総合計画 第５章（第３期蒲郡市子ども・子育て支援事業計画） 

教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業に関する量の見込み・確保方策 

令和７年度進捗状況の点検・評価書 

 

 

   ・評価書の構成・見方 

   ・進捗状況の点検・評価を行う２１事業・項目 

    平日日中の教育・保育の提供 

    １．１号認定（３歳以上保育の必要なし）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 子育て支援課 

２．２号認定（３歳以上保育の必要あり）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 子育て支援課 

３．３号認定（３歳未満保育の必要あり）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 子育て支援課 

４．乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）・・・・・・・・・・・・・・・・ 子育て支援課 

地域子ども・子育て支援事業 

    ５．時間外保育事業（延長保育事業）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 子育て支援課 

６．放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）・・・・・・・・・・・・・・・ 子育て支援課 

７．子育て短期支援事業（ショートステイ）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 子育て支援課 

８．地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター事業）・・・・・・・・・・ 子育て支援課 

９．一時預かり事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 子育て支援課 

１０．病児・病後児保育事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 子育て支援課 

１１．子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター）・・・・・ 子育て支援課 

    １２．利用者支援事業（子育てコンシェルジュ）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 子育て支援課 

１３．乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん訪問）・・・・・・・・・・ 健康推進課 

１４．養育支援訪問事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 健康推進課 

１５．妊婦健康診査・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 健康推進課 

１６．実費徴収に係る補足給付を行う事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 子育て支援課 

１７．子育て世帯訪問支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 子育て支援課 

１８．児童育成支援拠点事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 子育て支援課 

１９．親子関係形成支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 子育て支援課 

２０．妊婦等包括相談支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 子育て支援課 

２１．産後ケア事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 子育て支援課 
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蒲郡市こども総合計画第５章 教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業に関する量の見込み・確保方策 

進捗状況点検・評価書の構成・見方 
 

１．事業番号  ２．事業名 この事業の名称を記載しています。 

３．事業担当課 この事業の担当課を記載しています。 

４．事業内容 この事業の内容を記載しています。 

５．確保方策（計画） 計画では、就学前児童及び小学生の各保護者を対象に令和５年１２月に実

施したニーズ調査等を踏まえ、この事業の実施目的等を達成するために準

備すべき数量（対象人数や対象施設数など）を定めています。この「量の見

込み」を満たすための手段（内容や実施時期など）を「確保方策」とし、計画

で定めた「確保方策」の内容を記載しています。つまり、「量の見込み」は、

「市民からの必要希望数」、「確保方策」とは「市民ニーズの受入体制」と言い

換えることができます。 

６．進捗状況（計画・実績値） 

 計画値に対する前年度までの実績値を記載しています。 

  

 （計画・実績値） 【例】                                                 

区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画値 
量の見込み      

確保方策      

実績値 

受入可能数      

申請児童数      

認定児童数      

 

計画値には「量の見込み」と「確保方策」の数値を、実績値には、「受入可能数（市が用意できた受入

数）」「申請児童数（保護者の希望）」「認定児童数（結果）」などの数値を記載しています。実績値は、当

該年度内における最大値（事業番号６～１４は、当該年度の末日現在の数値）を記載しています。 
 
 

７．令和７年度事業に対する担当課の所見・自己評価 

前年度事業に対する担当課の自己評価として、受け入れ態勢が整えられているかや事業の課題や今

後の考えなどの所見を記載しています。 

 

８．この事業を通した課題（委員や担当者から出された課題） 

子ども・子育て会議委員からの課題や担当者からの課題を記載しています。 
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１．事業番号 １ ２．事業名 １号認定（３歳以上保育の必要なし） 

３．事業担当課 子育て支援課 

４．事業内容 １号認定は、平日日中において、３歳以上の児童で保育の必要性がないとき

に認定するものです。しかし、保護者の就労等で保育の必要性があっても、

幼稚園の入園を希望される（２号認定教育ニーズ）ときは１号として認定して

います。 

５．確保方策（計画） 市内の認定こども園や幼稚園で量の見込みを確保します。 

６．進捗状況（計画・実績値） 

 （計画・実績値）                                                単位：人 

区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計

画

値 

量の見込み(合計） ４８４ ４７２ ４６２ ４５０ ４３８ 

確保方策（合計） ６１２ ６１２ ６１２ ６１２ ６１２ 

認定こども園 １５５ １５５ １５５ １５５ １５５ 

幼稚園 

（未移行幼稚園） 

４５７ ４５７ ４５７ ４５７ ４５７ 

実

績

値 

受入可能数(合計) ６１２       

申請児童数(合計) ４４２       

認

定

児

童

数 

認定こども園 ７２       

幼稚園 

（未移行幼稚園） 

３７０      

実績値合計 ４４２       

 
 

７．令和７年度事業に対する担当課の所見・自己評価 

 令和７年度は、「蒲郡あけぼの幼稚園」、「蒲郡あさひこ幼稚園」、「木船幼稚園」、「鹿島こども園」の

市内４園で対象児童を受け入れ、量の見込み（484 人）を上回る体制を確保することができました。 

 また、令和７年度においても４園での利用定員の範囲内で満３歳児の受け入れを行っており、実績値

にはその児童数も計上しています。保護者の就労等の理由により、幼稚園を利用しながら預かり保育

を併用することも多く見受けられます。 

 

８．この事業を通した課題（委員や担当者から出された課題） 
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１．事業番号 ２ ２．事業名 ２号認定（３歳以上保育の必要あり） 

３．事業担当課 子育て支援課 

４．事業内容 ２号認定は、平日日中において、３歳以上の児童で保育の必要があるときに

認定するものです。 

５．確保方策（計画） 既存の公立保育園、私立保育園及び認定こども園で量の見込みをすべて確

保します。 

６．進捗状況（計画・実績値） 

 （計画・実績値）                                                単位：人 

区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計

画

値 

量の見込み(合計) １，０８８ １，０７９ １，０６９ １，０２５ １，０１０ 

確保方策（合計） １，２１８ １，２０４ １，１９４ １，１５０ １，１３５ 

特定教育・保育施設 １，２１８ １，２０４ １，１９４ １，１５０ １，１３５ 

認可外保育施設 ― ― ― ― ― 

特定地域型保育事業 ０ ０ ０ ０ ０ 

実

績

値 

受入可能数(合計) １，２１８      

申請児童数(合計) １，１０８

（４６）   

    

認

定

児

童

数 

特定教育・保育施設 １，１０８      

認可外保育施設   （４６）     

特定地域型保育事業   ０     

実績値合計  １，１０８ 

（４６） 

    

 
 

７．令和７年度事業に対する担当課の所見・自己評価 

令和７年度についても、例年と同様に公立保育園 15 園と私立保育園・認定こども園の 3 園で対象児

童を受け入れ、量の見込みを上回る体制を確保することができました。 

認定児童数については年度末の 3 月が一番多い数となりましたが、公立園では年度途中の入所にお

いても希望する園での保育を受けられる状況が多くありました。私立園については４月当初から定員に

達している年齢が多く、公立園と私立園の空き状況の差が顕著でありました。 

※認可外保育施設利用児については実績値には含めず、外数としています。 

８．この事業を通した課題（委員や担当者から出された課題） 
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１．事業番号 ３－１ ２．事業名 ３号認定（３歳未満保育の必要あり） 【０歳児】 

３．事業担当課 子育て支援課 

４．事業内容 ３号認定は、平日日中において、３歳未満の児童で保育の必要があるときに

認定するものです。 

５．確保方策（計画） 既存の公立保育園、私立保育園、認定こども園、認可外保育施設及び小規

模保育事業所で量の見込みをすべて確保します。 

６．進捗状況（計画・実績値） 

 （計画・実績値） 【０歳児】                                          単位：人 

区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計

画

値 

量の見込み(合計) ６０ ６４ ６７ ６８ ６８ 

確保方策（合計） ６０ ６６ ６９ ６９ ６９ 

特定教育・保育施設 ５４ ６０ ６３ ６３ ６３ 

特定地域型保育事業 ６ ６ ６ ６ ６ 

認可外保育施設 ― ― ― ― ― 

実

績

値 

受入可能数(合計) ６０       

申請児童数(合計) ５９       

認

定

児

童

数 

特定教育・保育施設  ５４      

特定地域型保育事業  ５      

認可外保育施設  （10）      

実績値合計  ５９（10）     

 
 

７．令和７年度事業に対する担当課の所見・自己評価 

0 歳児の保育については公立保育園 11 園と私立（保育園・認定こども園）2 園、むつみの丘で実施し

ました。受入可能数と申請児童数にほぼ差がなく、非常にひっ迫した状態です。特に保護者の育児休業

からの復帰を理由としての保育のニーズが多いと言えます。 

※認可外保育施設は「認定」児童数とせず、利用者数としています。（）はすべて外数としています。 

 

 

８．この事業を通した課題（委員や担当者から出された課題） 
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１．事業番号 ３－２ ２．事業名 ３号認定（３歳未満保育の必要あり） 【１歳児】 

３．事業担当課 子育て支援課 

４．事業内容 ３号認定は、平日日中において、３歳未満の児童で保育の必要があるときに

認定するものです。 

５．確保方策（計画） 既存の公立保育園、私立保育園、認定こども園、認可外保育施設及び小規

模保育事業所で量の見込みをすべて確保します。 

６．進捗状況（計画・実績値） 

 （計画・実績値） 【１歳児】                                          単位：人 

区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計

画

値 

量の見込み(合計) ２３４ ２３６ ２４３ ２４４ ２４４ 

確保方策（合計） ２３５ ２４０ ２４５ ２４５ ２４５ 

特定教育・保育施設 １９９ ２０４ ２０９ ２０９ ２０９ 

特定地域型保育事業 ６ ６ ６ ６ ６ 

認可外保育施設 ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ 

実

績

値 

受入可能数(合計) ２０５（２８）      

申請児童数(合計) １８７（１６）     

認

定

児

童

数 

特定教育・保育施設 １７９       

特定地域型保育事業  ８      

認可外保育施設   ０（１６）     

実績値合計 １８７（１６）      

 

 

７．令和７年度事業に対する担当課の所見・自己評価 

1 歳児の保育については公立保育園 11 園と私立（保育園・認定こども園）2 園、むつみの丘で実施し、

実績値については申請児童数を上回ることのない受入れ体制を確保することができました。しかしなが

ら、1 歳児については 0 歳児と同様に保護者の育児休業からの復帰における保育の希望が多く、受入れ

体制が継続して厳しい状況であり、希望する保育園への入園ができないこともあります。また、施設の状

態としてもこれ以上の定員を設けることができない園が多くあり、施設整備についても今後進めてまいり

ます。 

※認可外保育施設は「認定」児童数とせず、利用者数としています。（）はすべて外数としています。 

 

８．この事業を通した課題（委員や担当者から出された課題） 
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１．事業番号 ３－３ ２．事業名 ３号認定（３歳未満保育の必要あり） 【２歳児】 

３．事業担当課 子育て支援課 

４．事業内容 ３号認定は、平日日中において、３歳未満の児童で保育の必要があるときに

認定するものです。 

５．確保方策（計画） 既存の公立保育園、私立保育園、認定こども園、認可外保育施設及び小規

模保育事業所で量の見込みをすべて確保します。 

６．進捗状況（計画・実績値） 

 （計画・実績値） 【２歳児】                                          単位：人 

区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計

画

値 

量の見込み(合計) ３１９ ３２１ ３３０ ３３１ ３３１ 

確保方策（合計） ３２０ ３２５ ３３５ ３３５ ３３５ 

特定教育・保育施設 ２８３ ２８８ ２９８ ２９８ ２９８ 

特定地域型保育事業 ７ ７ ７ ７ ７ 

認可外保育施設 ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ 

実

績

値 

受入可能数(合計) ２９０（３０）      

申請児童数(合計)  ２８８      

認

定

児

童

数 

特定教育・保育施設 ２６３       

特定地域型保育事業  ７      

認可外保育施設 ０（１６）      

実績値合計 ２７０（１６）      

 
 

７．令和７年度事業に対する担当課の所見・自己評価 

２歳児の保育については公立保育園 1３園と私立（保育園・認定こども園）３園とむつみの丘で実施し、

実績の受け入れ可能数については申請数を上回る体制を確保することができました。２歳児については

保護者の求職活動や就労等の事由による保育の希望が多く、市中心町部の園については空きがないこ

とが常態化しています。０から２歳児の保育については引き続き保育士の確保に努め、受け入れ態勢を

強化していきたいと考えます。 

建替整備中の大塚保育園については、令和８年度については大塚西保育園での合同保育とし、２歳

児からの受け入れをしています。 

※認可外保育施設は「認定」児童数とせず、利用者数としています。（）はすべて外数としています。 

 

８．この事業を通した課題（委員や担当者から出された課題） 
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１．事業番号 ４ ２．事業名 乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 

３．事業担当課 子育て支援課 

４．事業内容 ６カ月から満３歳未満の保育園等に通っていないこどもを対象に、保護者の

就労要件に関わらず、月に一定時間、保育施設などを利用できる制度です。

蒲郡市では、令和８・９年度は月に４時間まで、令和１０年度からは月に１０

時間まで利用することができます。 

５．確保方策（計画） 既存の公立保育園、認定こども園及び小規模保育事業所の一部で量の見

込みをすべて確保します。 

６．進捗状況（計画・実績値） 

 （計画・実績値）                                                 単位：人 

区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計

画

値 

量の見込み － ３０ ３０ ４７ ４５ 

確保方策（合計） － ３０ ３０ ４７ ４５ 

 0 歳児 － １０ １０ １６ １５ 

１歳児 － １２ １２ １８ １８ 

２歳児 － ８    ８ １３ １２ 

実

績

値 

受入可能数(合計) －     

申請児童数(合計) －     

認

定

児

童

数 

0 歳児 －     

１歳児 －     

２歳児 －     

実績値合計 －     

 
 

７．令和７年度事業に対する担当課の所見・自己評価 

令和７年度は、令和８年度４月スタートに向けて準備を重ねてきました。 

４月時点で受け入れを行っている園は、府相保育園と鹿島こども園の２園です。現場も事務方も手探

りの中でのスタートとなりました。７月からはむつみの丘も開所します。利用者にとっても現場にとっても

よりよい運営ができるよう、随時事業の見直しを行っていきたいと思います。 

また、利用時間の経過措置が終了する令和１０年度に向けて事業の在り方を模索することが課題であ

ると考えています。 

 

８．この事業を通した課題（委員や担当者から出された課題） 
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１．事業番号 ５ ２．事業名 時間外保育事業（ 延長保育事業 ） 

３．事業担当課 子育て支援課 

４．事業内容 早朝や夕方などに保育を必要とする児童を、８時間または１１時間を超えて

保育を行うことで、保護者の需要に対応する事業です。 

５．確保方策（計画） 公立保育園、私立保育園、認定こども園及び小規模保育事業所で量の見込

みをすべて確保します。 

６．進捗状況（計画・実績値） 

 （計画・実績値）                                                単位：人 

区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計

画

値 

量の見込み １６６ １６３ １６０ １５７ １５４ 

確保方策 ２１０ ２０８ ２０３ ２０２ １９９ 

実

績

値 

申請児童数 １２８      

認定児童数 １２８      

 
 

７．令和７年度事業に対する担当課の所見・自己評価 

保育認定制度（保育標準時間と保育短時間）により、適正な時間の保育を受けられるようになってお

り、各区分を超える時間における保育を希望する場合のみ延長保育として扱っています。標準時間認定

の児童が増加し、その保育時間内での利用をする児童の増加のため、延長保育事業としての利用は減

少しています。 

朝夕の時間において、園児・保育士ともに快い時間が過ごせるように今後も努めていきます。 

 

 

 

 

８．この事業を通した課題（委員や担当者から出された課題） 
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１．事業番号 ６ ２．事業名 放課後児童健全育成事業（ 放課後児童クラブ ） 

３．事業担当課 子育て支援課 

４．事業内容 保護者が就労等により昼間家庭にいない小学生に対して、授業の終了後等

に小学校の余裕教室や児童館等を利用して適切な遊び及び生活の場を提

供し、その健全な育成を図る事業です。〔開所時間：放課後（長期休業中は、

午前７時３０分）から午後７時まで〕 

５．確保方策（計画） 新規の放課後児童クラブの開設に努め、量の見込みの確保を図ります。 

６．進捗状況（計画・実績値） 

 （計画・実績値）                                                単位：人 

区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計

画

値 

量の見込み(合計) １，０８０ １，０９１ １，１０２ １，１１３ １，１２４ 

小学１年生 ２９９ ３０２ ３０５ ３０８ ３１２ 

小学２年生 ２６７ ２７０ ２７２ ２７５ ２７７ 

小学３年生 ２６０ ２６２ ２６５ ２６８ ２７０ 

小学４年生 １４６ １４５ １４７ １４７ １４９ 

小学５年生 ７９ ８１ ８２ ８３ ８４ 

小学６年生 ２９ ３１ ３１ ３２ ３２ 

確保方策（合計） １，０５５ １，０７３ １，０９８ １，１１３ １，１２４ 

実

績

値 

受入可能数(合計) １，０２５      

申請児童数(合計) １，１４２      

小学１年生  ２９９     

小学２年生  ２９１     

小学３年生  ２１４     

小学４年生  １９３     

小学５年生  １０１     

小学６年生   ４４     

認定児童数  １，０７９     

 

７．令和７年度事業に対する担当課の所見・自己評価 

申込後に辞退された方もいますが、令和７年４月１日時点で４５名の待機が発生しました。一斉申込受

付後、受け入れ体制を整え、令和７年４月から塩津小児童クラブ（定員３０名）を開所、７月から東部公民

館児童クラブ（定員３０名）を再開、竹島小児童クラブ３（定員３０名）を開所したことにより、９０名分の受

入可能数を増やし、待機児童の受け入れを行うことができました。 

８．この事業を通した課題（委員や担当者から出された課題） 
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１．事業番号 ７ ２．事業名 子育て短期支援事業（ ショートステイ ） 

３．事業担当課 子育て支援課（こども家庭センター） 

４．事業内容 保護者の病気や就労などの事由により、こどもの養育が一時的に困難とな

った場合に児童養護施設等で一時的に養育・保護する事業です。 

ショートステイの利用期間はおおむね７日以内です。 

５．確保方策（計画） 市外の児童福祉施設３か所に子育て短期支援事業を委託し、量の見込みを

すべて確保します。 

６．進捗状況（計画・実績値） 

 （計画・実績値）                                            単位：人日/年 

区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計

画

値 

量の見込み ５７ ５５ ５４ ５３ ５２ 

確保方策 ５７ ５５ ５４ ５３ ５２ 

実

績

値 

利用申込数 １４     

利用者数 １４     

 
 

７．令和７年度事業に対する担当課の所見・自己評価 

 利用が必要な方については、利用することができています。委託施設（市外３か所）の状況により、利

用できないことが予想されます。当事業は、おおむね１週間の利用となるため、長期の預かりが必要な

場合には、愛知県児童福祉相談センター（児相）と連携し、一時保護など必要なサービスの提供に努め

ました。 

 今後も多様なニーズにあったサービスの提供ができるように他機関と連携し、実施する必要がありま

す。 

 

 

 

８．この事業を通した課題（委員や担当者から出された課題） 
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１．事業番号 ８ ２．事業名 地域子育て支援拠点事業（ 子育て支援センター事業 ） 

３．事業担当課 子育て支援課 

４．事業内容 公共施設や保育園等の地域の身近な場所で、子育て中の親子の交流・育

児相談等の事業を実施するものです。 

５．確保方策（計画） 既存の子育て支援センター３か所で、地域子育て支援拠点事業を実施し、量

の見込みをすべて確保します。 

６．進捗状況（計画・実績値） 

 （計画・実績値）                                              単位：人/年 

区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計

画

値 

量の見込み(A) １５，５４１ １５，３４８ １５，１５６ １４，９６８ １４，７８１ 

確保方策(B) １５，５４１ １５，３４８ １５，１５６ １４，９６８ １４，７８１ 

実

績

値 

利用者数(D) １３，８８２     

 
 

７．令和７年度事業に対する担当課の所見・自己評価 

令和７年度も、例年同様 3 か所で実施し、計画値を確保できる体制が実現できました。 

子育て支援センター情報がＬＩＮＥ配信により手軽に入手できるようになったことから新たな利用者も増

えましたが、引き続き潜在利用者の利用促進に努めていきます。 

年々、未満児より就園する子が増え利用者は減少傾向にあり、利用されるお子さんが低年齢化してい

ます。講座では、父親の参加も増えているため、内容を状況に合わせ計画していきます。引き続き、保護

者の身近な場所として丁寧に関わりながら支援を行っていきます。 

 

 

 

 

８．この事業を通した課題（委員や担当者から出された課題） 
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１．事業番号 ９ ２．事業名 一時預かり事業 

３．事業担当課 子育て支援課 

４．事業内容 家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳児又は幼児につ

いて、主として昼間において、保育園その他の場所で一時的に預かる事業

です。一時預かりには、幼稚園在園児を対象とした一時預かり（預かり保育）

と保育園その他の場所での一時預かりがあります。 

５．確保方策（計画） 幼稚園（預かり保育）及び保育園（一時預かり）において量の見込みをすべ

て確保します。 

６．進捗状況（計画・実績値） 

 （計画・実績値）  

【幼稚園・認定こども園における在園児を対象とした一時預かり（預かり保育）】     単位：人日/年 

区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計

画

値 

量の見込み ６，６９４ ６，５３５ ６，３８１ ６，２３０ ６，０８２ 

確保方策 ６，６９４ ６，５３５ ６，３８１ ６，２３０ ６，０８２ 

実

績

値 

利用申込者数 ４，１９８     

利用者数 ４，１９８     

 
 【保育園における一時預かり】                                    単位：人日/年 

区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計

画

値 

量の見込み ４，０８１ ４，００６ ３，９３２ ３，８５９ ３，７８８ 

確保方策 ４，６８０ ４，６８０ ４，６８０ ４，６８０ ４，６８０ 

実

績

値 

利用申込者数 ５，９９１     

利用者数 ２，９３２     

 

７．令和７年度事業に対する担当課の所見・自己評価 

令和６年度に比べ、令和７年度は一時預かりの利用申込数が増加しました。特に３月、７月、８月、１２

月、１月の幼稚園の長期休み期間に申込みが増加する傾向となっており、各園で利用調整が集中して

います。また、令和７年度は各園での利用調整等も含め約１３０件の受入れ増となりました。近年では預

かり保育も増加傾向にあることから、できる限り多くの希望者が利用できるよう、必要な保育士を確保し

ながら受入れに努めていきたいと思います。 

 

８．この事業を通した課題（委員や担当者から出された課題） 
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１．事業番号 １０ ２．事業名 病児・病後児保育事業 

３．事業担当課 子育て支援課 

４．事業内容 地域の児童が発熱等で急に病気になった場合、病院等に付設された専用ス

ペースにおいて、看護師等が一時的に保育する事業（病児対応型）と、病気

は治っているものの、病気の回復期にあり集団保育が困難な児童を一時的

に保育する事業（病後児対応型）とがあります。蒲郡市では市内の事業者に

実施を委託しています。 

５．確保方策（計画） 市内の病児・病後児保育対応施設に病児・病後児保育事業を委託し、量の

見込みをすべて確保します。 

６．進捗状況（計画・実績値） 

 （計画・実績値）                                            単位：人日/年 

区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計

画

値 

量の見込み １６ １５ １５ １５ １５ 

確保方策 １６ １５ １５ １５ １５ 

実

績

値 

受入可能数  ３ ／日    ／日    ／日    ／日    ／日 

利用申込者数   21     

利用者数   7     

 

 

７．令和７年度事業に対する担当課の所見・自己評価 

令和７年度についても、例年同様、市内の病児・病後児対応施設「おひさまキッズ」に事業を委託する

ことで当事業を実施することができました。 

令和７年度の実績値では、利用申込者数と利用者数の乖離が発生していますが、これは利用日当日

の児童の体調悪化等によって予約がキャンセルとなったり、医師の診断の結果で施設が利用できなかっ

たりすることがあるためです。 

今後も本事業を活用してもらうことで本市の子育て支援環境の充実を図るため、保育園及び市内小学

校に案内を配布する等、引き続き周知をしていきます。 

 

８．この事業を通した課題（委員や担当者から出された課題） 
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１．事業番号 １１ ２．事業名 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター） 

３．事業担当課 子育て支援課 

４．事業内容 児童の預かり等の援助を希望する者（依頼会員）と、援助を行うことを希望す

る者（援助会員）との相互援助活動に関する連絡・調整を実施する事業で

す。 

５．確保方策（計画） 援助会員の確保に努め、子育て援助活動支援事業を円滑に提供します。 

６．進捗状況（計画・実績値） 

 （計画・実績値）  

【就学児】                                                 単位：人日/年 

区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計

画

値 

量の見込み ３０６ ３００ ２９２ ２８４ ２８０ 

確保方策 ３０６ ３００ ２９２ ２８４ ２８０ 

実

績

値 

利用申込者数 ４４０     

利用者数 ３６１     

 
 【就学前児童】                                                            単位：人日/年 

区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計

画

値 

量の見込み ７８９ ７７５ ７６９ ７４５ ７３３ 

確保方策 ７８９ ７７５ ７６９ ７４５ ７３３ 

実

績

値 

利用申込者数 ４１５     

利用者数 ３５３     

 

７．令和７年度事業に対する担当課の所見・自己評価 

福祉課、ハローワーク等のシニア向けの合同企業説明会、及び蒲郡まつり、ひとねる祭などのイベント

等でファミリー・サポート・センターの周知を行ったことで援助会員登録増加に繋がりました。 

預かり場所として児童館の利用を進めていることで、依頼会員が安心して預けられる状況になってい

ます。 

 

８．この事業を通した課題（委員や担当者から出された課題） 
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１．事業番号 １２ ２．事業名 利用者支援事業 

３．事業担当課 子育て支援課 

４．事業内容 こども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支

援事業等の情報提供及び必要に応じて相談・助言等を行うとともに、関係機

関との連絡調整等を実施する事業です。 

５．確保方策（計画） 本計画から基本Ⅲ型（地域子育て相談機関）を創設し、地域の身近な相談

機関として位置づけ、従前の事業とともに利用者に寄り添った支援を行いま

す。 

６．進捗状況（計画・実績値） 

 （計画・実績値）                                               単位：か所 

区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計

画

値 

量の見込み(合計) １４ １４ １４ １４ １４ 

確保方策（合計） １４ １４ １４ １４ １４ 

 

基本Ⅰ型 ３ ３ ３ ３ ３ 

基本Ⅲ型（地域子育

て相談機関） 
１０ １０ １０ １０ １０ 

こども家庭センター型 １ １ １ １ １ 

実

績

値 

実施施設(合計) １４     

 基本Ⅰ型  ３     

基本Ⅲ型（地域子育

て相談機関） 

１０      

こども家庭センター型  １     

 

７．令和７年度事業に対する担当課の所見・自己評価 

基本Ⅰ型：実施場所により、相談内容や傾向に特徴がみられるため、各所に求められる利用者支援

に心がけてきました。総相談件数は前年度と比べると若干減少しています。少子化で子どもの人数が減

っていることや低年齢で就園する子どもが多くなっており、就園により相談の必要や機会が減ることが関

係しているのではないかと考えられます。地域子育て相談機関開設の影響は少ないと考えています。 

関係機関と連携した支援が必要な案件においては、スピーディーな対応に心がけ連携・協働していき

たいと考えています。 

基本Ⅲ型：地域子育て相談機関においては、相談目的で来所する市民はまだ少ないですが、施設利

用者との何気ない会話から、気がかりさが見えた家庭がありました。「気軽に立ち寄り相談できる場所が

身近にある」ということを認識してもらうことが課題となっているため、引き続き市民への周知に注力して

いきます。 

８．この事業を通した課題（委員や担当者から出された課題） 
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１．事業番号 １３ ２．事業名 乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん訪問） 

３．事業担当課 健康推進課 

４．事業内容  生後４か月までの乳児のいる家庭に訪問し、育児相談、子育て支援に関す

る情報提供や養育環境の把握を行う事業です。 

５．確保方策（計画） 赤ちゃん訪問員、助産師、保健師で実施体制を整え、対象者の全数把握を

行い、量の見込みをすべて確保します。 

６．進捗状況（計画・実績値） 

 （計画・実績値）                                                単位：人 

区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計

画

値 

量の見込み ４４１ ４３４ ４２７ ４２０ ４１３ 

確保方策 ４４１ ４３４ ４２７ ４２０ ４１３ 

実

績

値 

対象者数 ４１１     

訪問件数 ４０８     

訪問率  ９９．３％      ％      ％       ％       ％ 

 

 

７．令和７年度事業に対する担当課の所見・自己評価 

 訪問未実施者は里帰りや入院期間が長く、生後４か月を過ぎてしまった等理由を把握することができて

います。また、やむを得ず訪問できない場合は面接で対応(令和７年度３名、２名は双子)する等、直接保

護者および対象児に会い育児不安や支援の必要性を確認し、必要な支援につなげられるよう配慮して

います。また、里帰り中でも産後の生活に心配があるケースについては、里帰り先に訪問を依頼すること

で早期の状況把握に努めることができています。すべての対象者に接触できており、今後も全数把握を

行い保護者の不安軽減、育児支援に努めていきます。 

 また、訪問対応する助産師、こんにちは赤ちゃん訪問員は定数確保できるよう養成講座を行っており、

フォローアップ研修で継続的にスキルアップを図っています。今後も安定して訪問事業を継続していける

よう体制づくりに努めていきます。 

 

 

８．この事業を通した課題（委員や担当者から出された課題） 
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１．事業番号 １４ ２．事業名 養育支援訪問事業 

３．事業担当課 健康推進課 

４．事業内容 養育支援が特に必要な家庭を訪問し、養育に関する指導・助言等を行うこと

により、当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業です。 

５．確保方策（計画） 助産師、看護師、保健師及び保育士等で事業の実施体制を整え、量の見込

みをすべて確保し、関係機関と連携し、必要な支援を提供します。 

６．進捗状況（計画・実績値） 

 （計画・実績値）                                                 単位：人 

区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計

画

値 

量の見込み ２９ ２９ ２９ ２８ ２８ 

確保方策 ２９ ２９ ２９ ２８ ２８ 

実

績

値 

対象者数 ３２     

利用者数 ３２     

 
 

７．令和７年度事業に対する担当課の所見・自己評価 

 こども家庭センターと月１回ケース連絡会議を開催し、妊娠期から支援が必要な家庭を地区担当保健

師が把握し、妊娠８か月面談等を通じて面識をもつなど、連携して退院後スムーズに育児が行えるよう

早期に対応する体制ができています。 

 妊娠期から支援を必要とする妊婦、精神疾患を有する母親が増加傾向にあり、利用者数は増加してい

ます。保護者の養育力や経済的な問題、支援者不足などで問題が複雑化しているケースが多くなり、多

職種、他機関と多面的に問題を捉えた連携した支援が必要になっています。今後も家庭の状況に合わ

せて関係機関と連携しながら、支援が必要な家庭が必要な支援を受けられるよう努めていく必要があり

ます。 

 

８．この事業を通した課題（委員や担当者から出された課題） 
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１．事業番号 １５ ２．事業名 妊婦健康診査 

３．事業担当課 健康推進課 

４．事業内容 妊婦の健康の保持及び増進を図るため、健康状態の把握、検査計測及び

保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医学的検

査を実施する事業です。 

５．確保方策（計画） 医療機関に委託し、量の見込みをすべて確保し、妊婦に対して、必要な支援

を行います。 

６．進捗状況（計画・実績値） 

 （計画・実績値）                                                 単位：人 

区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計

画

値 

量の見込み ４５０ ４４３ ４３５ ４２８ ４２１ 

確保方策 ４５０ ４４３ ４３５ ４２８ ４２１ 

実

績

値 

対象者数 ４３２     

受診件数 ４２１     

受診率 ９７．５ ％      ％      ％       ％       ％ 

 

 

７．令和７年度事業に対する担当課の所見・自己評価 

母子健康手帳交付時に妊婦健診受診券（補助券）を交付することで経済的な負担を軽減し、妊婦の健

康の保持及び増進を図っています。対象者数は年度内の母子健康手帳の交付者数、受診者数は妊婦

健診の１回目受診件数を計上しています。交付日から受診日までは日にちのずれがあるため受診率は

やや低くなっていますが、ほとんどの妊婦が健診を受診できていると考えます。 

また、令和５年４月以降の母子健康手帳交付者を対象に初回産科受診料の助成および令和５年１０

月以降の妊産婦健康診査のうち受診券に含まれない保険適用外の検査費用の助成を開始しています。 

また、令和７年度の母子健康手帳交付者より、産婦健診受診券を１回分追加し、更なる経済的な負担の

軽減、妊産婦の健康保持増進に努めています。今後も妊産婦の健康保持増進のため現在の実施体制

で事業を継続して必要があります。 

 

８．この事業を通した課題（委員や担当者から出された課題） 
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１．事業番号 １６ ２．事業名 実費徴収に係る補足給付を行う事業 

３．事業担当課 子育て支援課 

４．事業内容 保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に対して保

護者が支払うべき日用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入

に要する費用又は行事への参加に要する費用等を助成する事業です。 

５．確保方策（計画） 必要な助成を実施していきます。 

６．進捗状況（計画・実績値） 

 （計画・実績値）                                                 単位：人 

区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計

画

値 

量の見込み ５３ ５２ ５２ ５２ ５２ 

確保方策 ５５ ５５ ５４ ５４ ５４ 

実

績

値 

申請者数 ８３     

認定者数 ６９     

 

７．令和７年度事業に対する担当課の所見・自己評価 

在園児の保護者全員に申請についての案内文を配布しているため、事業についての周知はできてい

ると考えます。 

外国人保護者も増えているため、多言語での案内文を用意して申請漏れがないように努めていきま

す。 

 

 

 

 

８．この事業を通した課題（委員や担当者から出された課題） 
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１．事業番号 １７ ２．事業名 子育て世帯訪問支援事業 （本計画からの掲載） 

３．事業担当課 子育て支援課（こども家庭センター） 

４．事業内容 訪問支援員が家事・子育て等に対して不安・負担を抱えた子育て世帯、妊産

婦、ヤングケアラー等がいる家庭の居宅を訪問し、家庭が抱える不安や悩

みを傾聴するとともに、家事・子育て等の支援を実施することにより、家庭や

養育環境を整え、虐待リスク等の高まりを未然に防ぐ事業です。 

５．確保方策（計画） 実施体制を整え、量の見込みをすべて確保します。令和７年度からの新規

事業であることから、実績に基づき適切に見直しを行います。 

６．進捗状況（計画・実績値） 

 （計画・実績値）                                               単位：人日 

区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計

画

値 

量の見込み ２６０ ２６０ ２６０ ２６０ ２６０ 

確保方策 ２６０ ２６０ ２６０ ２６０ ２６０ 

実

績

値 

利用希望件数 ２３０      

訪問件数 
２３０       

 
 

７．令和７年度事業に対する担当課の所見・自己評価 

養成講座を受講した訪問支援員と蒲郡市社会福協議会に委託した訪問支援員で、当事業を実施して

います。利用者ニーズとして、料理を作って欲しいというニーズが多いですが、料理に対応できる訪問員

が少なく、十分に対応することができていないと感じています。 

今後も養成講座を実施し、利用者ニーズにあった支援体制の構築に努めます。 

 

 

 

 

 

８．この事業を通した課題（委員や担当者から出された課題） 
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１．事業番号 １８ ２．事業名 児童育成支援拠点事業 （本計画から掲載） 

３．事業担当課 子育て支援課（こども家庭センター） 

４．事業内容 養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童等に対して、

当該児童の居場所となる場を開設し、児童とその家庭が抱える多様な課題

に応じて、生活習慣の形成や学習のサポート、進路等の相談支援、食事の

提供等を行うとともに、児童及び家庭の状況をアセスメントし、関係機関への

つなぎを行う等の個々の児童の状況に応じた支援を包括的に提供すること

により、虐待を防止し、こどもの最善の利益の保障と健全な育成を図ることを

目的とした事業です。 

５．確保方策（計画） 実施体制を整え、量の見込みをすべて確保します。令和７年度からの新規

事業であることから、実績に基づき適切に見直しを行います。 

６．進捗状況（計画・実績値） 

 （計画・実績値）                                                単位：人 

区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計

画

値 

量の見込み(合計) １９ ２１ ２２ ２４ ２６ 

確保方策（合計） １９ ２１ ２２ ２４ ２６ 

実

績

値 

受入可能数 １９     

利用申込者数 ５     

利用者数 ５     

 
 

７．令和７年度事業に対する担当課の所見・自己評価 

 令和８年３月から事業を開始しています。当事業が必要だと思われる方にこども家庭センターが中心と

なり、学校などの他機関と連携し、利用に関する相談などを実施しています。 

 今後も学校や他機関と連携し、困難を抱えるこどもや保護者が利用しやすい環境づくりに努めます。 

 

 

 

 

８．この事業を通した課題（委員や担当者から出された課題） 
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１．事業番号 １９ ２．事業名 親子関係形成支援事業 （本計画から掲載） 

３．事業担当課 子育て支援課（こども家庭センター） 

４．事業内容 児童との関わり方や子育てに悩みや不安を抱えている保護者及びその児童

に対して、講義やグループワーク、ロールプレイ等を通じて、児童の心身の

発達の状況等に応じた情報の提供、相談及び助言を実施するとともに、同じ

悩みや不安を抱える保護者同士が相互に悩みや不安を相談・共有し、情報

の交換ができる場を設ける等その他の必要な支援を行うことにより、親子間

における適切な関係性の構築を図ることを目的とした事業です。 

５．確保方策（計画） 令和９年度から事業実施予定です。令和９年度までに実施体制を整え、量

の見込みをすべて確保します。 

６．進捗状況（計画・実績値） 

 （計画・実績値）                                                単位：人 

区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計

画

値 

量の見込み １５ １６ １７ １８ １９ 

確保方策 － － １７ １８ １９ 

実

績

値 

利用申込者数 －       

利用者数 －       

 
 

７．令和７年度事業に対する担当課の所見・自己評価 

令和９年度から事業実施予定です。令和９年度までに実施体制を整え、量の見込みをすべて確保で

きるようにしていきます。 

 

 

 

 

８．この事業を通した課題（委員や担当者から出された課題） 
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１．事業番号 ２０ ２．事業名 妊婦等包括相談支援事業 （本計画から掲載） 

３．事業担当課 子育て支援課（こども家庭センター） 

４．事業内容 妊娠時から妊産婦等に寄り添い、出産・育児等の見通しを立てるための面

談や継続的な情報発信等を行うとともに、必要な支援につなぐ伴走型相談

支援の推進を図る事業です。 

５．確保方策（計画） 実施体制を整え、量の見込みをすべて確保します。令和７年度からの新規

事業であることから、実績に基づき適切に見直しを行います。 

６．進捗状況（計画・実績値） 

 （計画・実績値）                                                単位：人 

区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計

画

値 

量

の

見

込

み 

妊娠届出数 ４５７ ４４８ ４３８ ４３１ ４２１ 

１組当たり面談回数 ３ ３ ３ ３ ３ 

面接実施合計回数 １，３７１ １，３４４ １，３１４ １，２９３ １，２６３ 

確保方策（合計） １，３７１ １，３４４ １，３１４ １，２９３ １，２６３ 

実

績

値 

対象者数 １，２６１     

面談実施回数（合計） １，１８９     

 
 

７．令和７年度事業に対する担当課の所見・自己評価 

2 回目の妊娠 8 か月面談での実施率が低くなっていますが、面談ができない方に対しては、電話にて

状況確認を実施し、継続した支援を行っています。 

また、こども家庭センターと健康推進課母子保健担当で毎月情報共有を行い、個々に合わせた適切

な時期に伴走型相談支援を行うことができるよう体制を作ることができています。 

 

 

 

８．この事業を通した課題（委員や担当者から出された課題） 
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１．事業番号 ２１ ２．事業名 産後ケア事業 （本計画から掲載） 

３．事業担当課 子育て支援課（こども家庭センター） 

４．事業内容 出産後１年以内の母子に対して、助産師等の専門職が心身のケアや育児サ

ポート等の支援を行う事業です。 

５．確保方策（計画） 実施体制を整え、量の見込みをすべて確保します。令和７年度からの新規

事業であることから、実績に基づき適切に見直しを行います。 

６．進捗状況（計画・実績値） 

 （計画・実績値）                                                単位：人 

区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計

画

値 

量の見込み ４６ ５２ ５２ ５１ ５０ 

確保方策 ４６ ５２ ５２ ５１ ５０ 

実

績

値 

利用希望者数  ６１      

利用者数  ６１      

 
 

７．令和７年度事業に対する担当課の所見・自己評価 

宿泊型・アウトリーチ型は利用者が増加してします。一方でデイサービス型は令和 7 年 7 月より市内で

利用できる施設がなくなり、利用者が減少しています。面談を通して、利用者の声を聞き、利用者ニーズ

に対応できるように努めます。 

 

 

 

 

 

８．この事業を通した課題（委員や担当者から出された課題） 

 

 

 

 


